
 

 

令和４年８月 29 日午後 2:00～  

京都府水産事務所  研修室  

１ 開 会 

 

２ 議 案 

第 1号議案 知事許可漁業の制限措置等について（諮問） 

小型機船底びき網漁業(手繰第三種漁業(なまこ 

けた網漁業))       【第 1 号議案資料】 

第 2号議案 知事許可漁業の制限措置等について（諮問） 

固定式刺網漁業(ひらめ底刺網漁業) 

【第 2 号議案資料】 

第 3号議案 令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会日本海 

ブロック会議に提出する議題について 

【第 3号議案資料】 

３ 報告事項 

(1) 第 15次漁場計画について           【報告事項(1)】 

(2) 京都府海域における知事許可漁業の許可等に関する取扱方針

の改正について                【報告事項(2)】 

(3) 全国海区漁業調整委員会連合会通常総会(第 58 回)の結果に

ついて                    【報告事項(3)】 

(4) 太平洋クロマグロ遊漁に関する委員会指示について 

     【報告事項(4)】 

４ その他 

 

５ 閉 会 

第９回京都海区漁業調整委員会 次第 
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第１号議案 知事許可漁業の制限措置等について（諮問） 

       小型機船底びき網漁業(手繰第三種漁業(なまこ

けた網漁業)) 

 

 

【理 由】 

 京都府知事から諮問がありましたので、答申に向けて御審議

をお願いします。 

 

 

【添付資料】 

 

資料１  小型機船底びき網漁業(手繰第三種漁業(なまこけた

網漁業))の制限措置等について(諮問) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号議案資料 



万

4水事第2 7 2号の2

令和 4 年8月8日

京都海区漁業調整委員会

会長 賤矢 護 様

小型機船底びき網漁業（手繰第三種漁業（なまこけた網漁業））

の制限措置等について（諮問）

標記のことについて、 漁業法（昭和24年法律第267号。 以下、 「 法」という。）

第58条において読み替えて準用する法第42条第1項の規定により、 及び同項の

規定を実施するため、 許可又は起業の認可を申請すべき期間及び京都府漁業調整

規則（令和2年京都府規則第54号）第11条第1項各号に掲げる事項に関する制

限措置を下記のとおり定めることについて、 法第58 条において読み替えて準用

する第42条第3項の規定により諮問します。

記

申請すべき期間：令和4 年9月1 5日から令和4年1 0月1 5日まで

制限措置：別紙のとおり

担 当 京都府水産事務所

漁政課漁業漁船係

T E L 0772-22-4438 

廣岡

Administrator
スタンプ





 

京 都 府 

 

 

第２号議案 知事許可漁業の制限措置等について（諮問） 

       固定式刺網漁業(ひらめ底刺網漁業) 

 

 

【理 由】 

 京都府知事から諮問がありましたので、答申に向けて御審議

をお願いします。 

 

 

【添付資料】 

 

資料２  固定式刺網漁業(ひらめ底刺網漁業)の制限措置等に

ついて(諮問) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号議案資料 
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事 務 局 

第３号議案 令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会

日本海ブロック会議に提出する議題について

【理由】 

 当海区から全国海区漁業調整委員会連合会日本海ブロック

会議に提出する要望議題について、御審議をお願いします。 

【添付資料】 

資料３－１ 令和４年度(第 50 回)全国海区漁業調整委員会

連合会日本海ブロック会議について(通知) 

〃  ２ 【継続要望】 

①沿岸漁業と大中型まき網漁業の調整について

②クロマグロの資源管理について

③ミニボートの安全対策について

【新規要望】

❹漁業法改正後の定置網漁業の資源管理について

参考資料  前年度 

「全国海区漁業調整委員会連合会日本海ブロック要望書」 

「全国海区漁業調整委員会連合会要望書」及び要望

結果 

第３号議案資料 



Administrator
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別  紙 

海区漁業調整委員会 

新規要望 継続要望 

議  題 

提案理由、要旨等 



参考資料 
「 要望事項とりまとめの留意点について 」 

平成２０年度以降の要望事項については、下記の点に留意のうえ、提案して

頂きますようお願いします。 

記 

１ 要望事項は、漁業調整や資源管理上の問題など、海区漁業調整委員会としての

権限と機能に則したものであって、全国海区漁業調整委員会連合会の要望として

相応しいもの（原則として、漁業制度に関する問題、外国との漁業調整・資源管

理に関する問題、大臣許可漁業との漁業調整・資源管理に関する問題、その他広

域漁業調整委員会が処理すべき事項以外の漁場利用、漁業調整、資源管理、安全

操業などに関する問題とする。）であること。 

２ 要望事項は、可能な限り具体的な提案であること。 

３ 要望事項の文案は、ポイントを絞って簡潔に表現されていること。 

４ 継続要望の文案は、情勢の変化を的確に反映した表現とすること。 

５ 要望事項の文案とは別に、要望に至った具体的な事例や背景などを記載した

文書を作成し、添付すること。 

平成 19年 6月 29日 

全国海区漁業調整委員会連合会 

会 長 

 平成 18 年 12 月開催の全漁調連会長・副会長会議で確認された具体的な整理方針

「 ○ 要望事項は「漁業調整」や「漁業管理」に関連したものに絞り込む 

→ 「有害生物対策」と「海岸ゴミ・流木処理」は取り扱わない。 」

・ 有害生物の除去は、漁業調整委員会が取り扱う案件ではない。（ 有害生物により漁場

計画の執行に支障が生じるとの考え方には無理がある。） 

・ 外国からの流木対策は、一義的に一般の船舶を含む航行管理の問題。海岸ゴミ等も航行

管理や環境問題の性格が強い。
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令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会日本海ブロック要望議題について(案) 

京都海区漁業調整委員会 

継続要望 

議題 沿岸漁業と大中型まき網漁業の調整について 

 提案理由、要旨等 

京都府沿岸における大中型まき網漁業の操業禁止区域は、沿岸から３海里までと

他海区よりも著しく狭く、同漁業の漁場は沿岸漁業の漁場と競合している。 

そのため、本府沿岸では大中型まき網漁業の違法操業の疑いや操業を巡るトラブル

が永年続いている。 

操業禁止区域は設定から 50 年以上も見直しがなされていないが、この間、大中

型まき網漁業の設備、漁労技術等は急速に発達し、その漁獲圧は増大している。 

それゆえ、競合漁場における同漁業による資源の先獲りや、未成魚・産卵親魚の大

量漁獲が、沿岸資源に与える影響も大きくなっていると考える。また、最近では国

によって、資源管理手法の抜本的な見直し等による漁船の大型化が一方的に検討さ

れていることから、沿岸漁業者の不安はさらに高まっている。 

一方で、本府はえ縄漁業者が回転灯を点け操業中に漁船ごと、まき網船にまかれ

る事案が発生し、この様な事が無いよう色々な機会を通じ、まき網漁業者に対し安

全操業等の徹底を依頼している。 

 ついては、大中型まき網漁業との操業を巡るトラブルをなくし、今後、沿岸漁業

者が安定した操業を安心して実施できるよう、下記事項を要望する。 

記 

１ 大中型まき網漁業の操業禁止区域については、長年変更が行われておらず、 

現在のまき網漁業漁船の設備、漁労技術等の進捗が十分勘案されたものになって 

いない。沿岸漁業者がまき網による資源の先取り、未成魚や産卵親魚の大量漁獲

の影響を受けないよう、見直しを行うこと。 

２ 沿岸漁業者とまき網漁業者との操業を巡るトラブルや相互の不信感を解消 

させるため、まき網船の附属船全船へのＶＭＳ設置を早急に進める等、不完全な 

ＶＭＳの情報システムの改善を図るとともに、ＶＭＳ情報を積極的に活用した 

指導取締を行うこと。 

３ 海上運航、安全確保から、沿岸域で航行・操業する際は AIS(船舶自動識別装

置)を作動させ、事故防止・安全航行に務めること。 

資料 3-2 ① 
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４ 新たな資源管理体制の下、沿岸漁業者と大中型まき網船団がトラブルのない 

漁場利用を進めていくための話合いの場を定期的に開催すること。特に、まき網

漁船の大型化が図られる際には、許可権者として事前に沿岸漁業関係者との操業 

内容や条件に関する協議を行うこと。 

※赤字部分が、前回からの修正箇所です。(以下、同じ)
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令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会日本海ブロック要望議題について(案) 

京都海区漁業調整委員会 

継続要望 

議題 クロマグロの資源管理について

 提案理由、要旨等 

平成 30 年からの数量管理により、クロマグロ小型魚(30kg 未満)及び大型魚  

(30 kg 以上)それぞれについて厳格な管理が求められるようになった。本府沿岸で

は本種は主として定置網漁業で漁獲されている。同漁業は資源に対して優しい受け

身の漁法であるが、同じサイズの多様な魚種が同時に入網することから、特定魚種

の選択的な漁獲は困難である。したがって、クロマグロの混獲回避作業には相当の

労力を費やしており、操業自体を停止する等、漁業経営にも多大な影響が出ている。

さらに、漁獲状況の取りまとめや報告等の現場における事務も増大している。 

一方、クロマグロを含め特定水産資源の資源管理については、都道府県の資源管

理方針で、当該都道府県に住所や事業所のある者が特定水産資源を採捕する場合

は、当該都道府県で管理(属人管理)することとなっており、住所地から離れた海域

で操業するまぐろ延縄漁業等については、都道府県による操業実態の把握は困難で

ある。 

また、令和３年６月からは、委員会指示により、遊漁者のくろまぐろ(大型魚)の

採捕実績の報告について義務づけられたが、遊漁者に対し、未だその制度等の周知

が不十分であり、クロマグロの釣獲をめぐり漁業者から制度を理解していない遊漁

者等への不満の声が大きくなっている。 

ついては、クロマグロの資源管理を円滑に実施するにあたり、下記事項を要望す

る。 

記 

１ 定置網の操業に支障を来さないよう、漁獲可能量の配分について十分に配慮す

るとともに、採捕数量が漁獲枠に達しても操業を続けられるよう、効果的な再配

分方法や管理手法を早急に確立すること。 

２ 資源管理の取り組みにより、漁業者が休漁して減収が強いられる場合には、十

分な支援措置等を講じること。 

２ 漁獲報告については、現場での事務負担の軽減が図れるようなシステムを構築

すること。 

資料 3-2 ② 
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３ 現行の広域漁業調整委員会の承認制による沿岸クロマグロ漁業の許可のあり

方や承認の条件、運用の仕方について再検討するとともに、まぐろ延縄漁業等に

ついては、遊漁と同様に国による管理についても検討を行うこと。 

４ 遊漁者及び遊漁船業者に対し、国に対する採捕実績の報告については、漁業者

の漁獲報告のように迅速にかつ漏れのないよう徹底すること。 

５ また、資源管理の制度及びその重要性について広く国民に周知し、国が操業 

自粛や採捕停止の基準を示し、強く指導すること。 
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令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会日本海ブロック要望議題について(案) 

京都海区漁業調整委員会 

継続要望 

議題 ミニボートの安全対策について

 提案理由、要旨等 

小型船舶操縦免許や船舶検査が不要であるミニボートは手軽に楽しめるボート

として急速に普及している。これに伴い、ミニボートに関連する事故、トラブル等

の発生件数が増加している。ミニボートは小型であるが故に、他船から視認しづら

く、レーダーにも映りにくい。また、海上の基本的なルールを知らずに操縦する 

ユーザーが多く、漁業者の安全な航行、操業等を脅かす存在となっている。

ついては、漁業者等、海面を利用する者の安全を確保するため、下記の事項を要

望する。 

記 

１ ミニボートに関連する事故、トラブルをなくすため、国において、ミニボート

ユーザーに対する安全講習会受講を義務付ける等、全てのミニボートユーザーが

基本的な安全知識を確実に習得できるよう働きかけていくこと。 

２ 海面を利用する者の安全を確保するため、ミニボートの航行範囲の制限及び 

夜間航行の禁止措置等を早急かつ確実に講じること。 

資料 3-2 ③ 
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令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会日本海ブロック要望議題について(案) 

京都海区漁業調整委員会 

新規要望 

議題 漁業法改正後の定置網漁業の資源管理について 

 提案理由、要旨等 

定置網漁業は、日本海側沿岸漁業の主要な漁業であり、多くの漁業者を地元で

雇用しており、地域の基幹産業となっている。 

一方、定置網漁業は、従来から受け身の漁業であり環境に優しい漁業とされて

きたが、魚種の選択性が極めて低いことから、積極的な資源管理が難しい。この

様な状況のなか、今般の漁業改正においては、沿岸漁業についても資源の数量管

理対象魚種の拡大が図られ、定置網漁業も対象魚種毎の資源管理への対応が求め

られている。 

特に、本府において、漁獲金額の約３割を占めるサワラ、ブリ類が、今後、TAC

対象魚種となる見通しであり、魚種の選択性の低い定置網漁業においては、サワ

ラ、ブリ類が突発的に入網した場合に TAC 数量が超過してしまうこと、TAC 魚種で

数量を超過することにより盛漁期に操業ができなくなることなど、漁業者が不安

を持ち、漁獲量の制限だけで管理されると漁業経営に大きな影響が出ることを危

惧している。 

改革の柱である資源管理の意義については理解できるものの、定置網漁業者は、

網目の拡大や小型魚の保護など、従来から資源や漁業の特性に合わせ資源管理に

取り組んでいることも考慮いただき、ついては、水産政策の改革に伴う資源管理

を推進するにあたり、下記事項を要望する。 

記 

１ 漁業者が、TAC 制度を基本とする資源管理に安心して取り組めるよう、対象魚

種の追加などに際しては、関係者への説明を通じて十分な理解を得ながら進め、

資源管理目標及び資源管理措置の検討にあたっては、対象魚種ごとに生態解明

や資源量・再生産の分析・評価を行い、資源量推定のための十分な情報と精度

が得られていない魚種については、MSY ベースでの漁獲量管理を行わないこと。 

２ 選択的に漁獲ができない定置漁業については、漁業者が実施している資源管

理の妥当性や効果を的確に評価した上で、当該管理手法が十分効果を発揮して

いる魚種については、TAC による管理に固執せず、現状の自主的な資源管理で対

応するよう配慮し、漁業の特性を考慮した漁獲可能量の配分や、都道府県間等

との漁獲枠の融通を積極的に行うなど、地域にとって重要な漁業が操業停止に

資料 3-2 ❹ 
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追い込まれない資源管理の仕組みを構築すること。 

３ やむを得ず減収等が生じた場合や漁業者が実施している自主的な資源管理で

は達成できないような TAC 数量となる場合は、対象とする魚種の漁業経営上の

重要度に応じて経営を維持できるよう、適切な支援策を設けること。 

４ 定置網漁業の特性に応じた資源管理型の選択性の高い漁具の開発、混獲され

る稚仔魚や小型魚を極力削減する技術について、国を中心に開発するとともに、

新技術開発後は、普及が促進されるよう、適切な支援策を設けること。 
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